
  

 
  

 
 

 
 
 
 

 消費税計算ソフトの修正費用 

Ｑ：消費税法の改正によって、総額表示が

義務付けられたことから会計処理のプログラ

ムを修正しなければなりません。この修正に

かかる費用はどのように取り扱えばいいので

しょうか。 

 

Ａ： 総額表示に対応するためだけにプロ

グラムを変更するのであれば、修繕費(損金算

入)として処理することが認められます。 

【解説】 

 今年度の消費税法の改正で、平成16年4月か

ら取引価格の総額表示が義務付けられること

となりました。 

 これに対応するため、消費税に係る会計処

理のプログラムを修正する場合には、そのプ

ログラムの修正が、①総額表示の義務付けに

対してなされるもので、②それが作業指図書

などで明らかであるものについては、その修

正費用は修繕費(損金算入)として処理するこ

とができるとされています。 

 このような処理が認められるのは、プログ

ラムの修正が、消費税法改正による総額表示

義務付けに対して、現在のプログラムの効用

を維持するために行われるものであり、新た

なソフトウェアの取得とは認められないこと

からです。 

 したがって、プログラムの修正の中に総額

表示に対応する部分以外の部分、つまり、新

たな機能の追加や向上につながる部分が含ま

れているときは、その部分については資本的

支出として取り扱われることとなりますので

注意してください。  
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